
第 10 回 TOKYO Date Highway 戦略推進協議会 

議事要旨 

 

１ 日時 

2025 年 10 月 17 日(金)10：00～11：30 

 

２ 場所 

東京都庁第二本庁舎 31 階特別会議室 23 及び WEB 会議システム 

 

３ 出席者（敬称略） 

（１） 推進協議会委員 

 慶應義塾大学 特別特区特任教授 

村井 純（座長） 

 株式会社 Preferred Networks 経営企画本部 フェロー兼 AI コンピューティング

事業本部 コンピューティングイノベーション部 部長 

浅井 大史 

 一般財団法人マルチメディア振興センター 調査研究部 研究主幹 

飯塚 留美 

 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 理事補佐 

髙畑 博樹 

 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 

教授 

藤井 威生 

 慶應義塾大学看護医療学部・健康マネジメント研究科 准教授 

宮川 祥子 

 電気通信大学 大学院情報理工学研究科 教授  

山本 佳世子 

（２） ゲストスピーカー 

 通信ジャーナリスト  

法林 岳之 

（３） オブザーバー 

 一般財団法人 GovTech 東京 理事 井原 正博 

（４） 東京都 

副知事 宮坂 学 

デジタルサービス局長 高野 克己 

 

 



４ 議事 

（１） 開会 

（２） 副知事挨拶 

（３） 座長挨拶 

（４） ゲスト講演（通信ジャーナリスト 法林岳之氏） 

（５） 「つながる東京」展開方針改定及び次期３か年のアクションプランに向けた論点整

理（事務局） 

（６） 局長挨拶 

（７） 閉会 

 

５ 議事概要 

• ゲストスピーカー法林岳之氏より、都民の目線で捉えた「つながる東京」の取組に

対する御期待や御提言について、お話しいただいた。東京都から議事「「つながる

東京」展開方針改定及び次期３か年のアクションプランに向けた論点整理」につい

て説明し、意見交換を行った。 

 

（１） 開会 

出席者の紹介を実施 

（２） 副知事挨拶 

○ 台風第 22 号による青ヶ島・八丈島での通信障害を受け、無線バックアップや

衛星通信（Starlink）による応急対応を経て、15 日に光ファイバーケーブルが

復旧した。改めて、何があっても「つながる東京」をつくるために、激甚

化・頻発化する自然災害に備え、ハード・ソフト両面で検討を進めていく必

要があると考える。 

○ 「2050 東京戦略」でも触れているが、今後 AI やロボットは生活に不可欠な

存在となり、人と AI、人とロボット、さらには AI 同士、ロボット同士が通信

でつながる時代が来ると考えられる。これに対応する、高度な通信環境やデ

ータセンター等のインフラ整備、国産技術の育成も行政にとって重要な課題

となる。このような問題意識を持ち、「つながる東京」の実現に向けて、皆様

から御意見をいただきたい。 

（３） 座長挨拶 

○ 「つながる東京」は、「つなげる」東京ではなく「つながる」東京であり、ユ

ーザーである市民の目線でどうあるべきかに焦点を当てている。今回は、技術

の進展や生活の変化、AI の発展を前提とした未来社会を見据え、皆様の知見

を共有いただきたい。 

○ 人類がどのように新しい社会を築いていくのか、東京都を舞台に実現していく

流れは順調に進んでおり、東京都は先導的な役割を果たしている。今後、東京



は「世界の東京」として、人類の未来社会をどのように作るのか等、発信でき

るのではないか。そういったところで、皆様と力を合わせて進めていけること

を期待している。 

（４） ゲスト講演（通信ジャーナリスト 法林岳之氏） 

○ 東京は通信環境において常に先行しており、技術の普及は常に東京から始ま

る。日本のモバイル通信は世界トップクラスで、郊外や地下でも安定してつ

ながり、Opensignal の調査でも、日本の通信事業者は世界的に高く評価され

ている。 

○ ユーザー目線で見ると、通信環境に対する認識や使い方には課題が多く、5G

や Wi-Fi をオフにして使う方、スマートフォンを敬遠する高齢者などが多く

いるのが現状である。東京のネットワークは最高レベルであるにもかかわら

ず、ユーザーがその価値に気づいておらず、特に 5G については、初期のマイ

ナスイメージが残っており、接続を避ける人もいる。 

○ こうした状況を改善するには、ユーザーへの情報提供と実体験の機会を増や

すことが重要である。東京スマホサポーターのような支援活動、キャリア主

催のイベントを活用して実体験を増やすこと、また、メディアによる積極的

な発信などを通じて、都民の理解と利用促進を図っていく必要があり、ぜひ

御検討いただきたい。 

（５） 「つながる東京」展開方針改定及び次期３か年のアクションプランに向けた論点整

理（事務局） 

○ 来年度に向けて「つながる東京」の展開方針および次期 3 か年アクションプ

ランの改定に向けた論点整理として、未来社会像からのバックキャストを基

本的な考え方とし、2035 年の到達点をゴール像として設定した。 

○ 「2050 東京戦略」における未来社会像を踏まえ、2035 年の「つながる東京」

では、人・AI・ロボット等すべてがつながる高度な通信環境が整備された、

「つながっていることが空気のように当たり前の世界」の実現を目指す。そ

のためのあるべき姿として、「スマートシティを支える基本インフラ」「誰も

が使える当たり前の通信」「災害・パンデミック時の命綱としての通信」を設

定した。 

○ 官民の役割分担を踏まえ、東京都は協調領域として「基本インフラの充実」

「通信困難地域の解消」「災害対策」の 3 領域に注力する。 

○ 「基本インフラの充実」では、人間中心の視点を重視し、5G や Wi-Fi を念頭

に必要不可欠なライフラインとして整備を推進していく。「通信困難地域の解

消」では、基地局整備、衛星通信、太陽光・Wi-Fi のスポット整備などをベス

トミックスで展開していく。「災害対策」では、重点エリアの基地局強靭化

（電源 72 時間化・衛星通信多重化）を推進する。 



○ 台風第 22 号で青ヶ島の光ファイバーケーブルが切断され、衛星通信で応急対

応した。海底光ファイバーケーブルのループ化等の対策に加え、島民が平時

から使える衛星通信や Wi-Fi スポット整備を進めているが、こうしたハー

ド・ソフト両面での災害対応についても御意見をいただきたい。 

 

＜意見交換＞ 

【飯塚委員】 

○ 2050 年の人口減少社会では、社会インフラの持続可能性が重要な課題とな

る。どのサービスをユニバーサルサービスの位置づけで最低限提供すべきか

を定義し、憲法で保障されている「健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利」を通信インフラの観点からどうとらえるかを検討する必要があると考え

ている。これをもとに、必要となるインフラの要件やスペックを導出し、誰

もがどこにいても平等に最低限度のサービスを利用できる社会の実現を目指

していくべきであると考えている。 

【髙畑委員】 

○ 2035 年の「つながる東京」のあるべき姿については同意したい。ハード面の

強靭化だけでなく、都民がその利便性に気付き、実感できるよう、コンテン

ツやアプリなどの充実も併せて進める必要があると考えている。 

○ 今回の台風被害において、東京都が設置していた衛星通信機器が実際にどの

程度機能したのか、フィードバックとして通信速度や回線の安定性などを検

証していただきたい。衛星通信は 1 つのサービスエリアが大きく、災害エリ

アにアクセスが集中すると帯域が十分取れない可能性もあるため、Starlink に

加え、Kuiper（Amazon Leo）、OneWeb、HAPS など多様な手段をバックア

ップとして準備しておくことが有効ではないかと考える。 

【藤井委員】 

○ 2035 年の「つながる東京」のあるべき姿については、2050 年の未来社会像を

見据えた視点として非常に良いと考えている。一方で、すでに実現されてい

ると感じる人もいるかもしれない。2050 年を目指すのであれば、さらに先を

見据え、AI やロボットなどの技術が進化した社会像を描いておく必要があ

り、将来に向けたさらなる展望も併せて検討していくのが良いと考える。 

○ 今回の台風による被害への対応として、衛星ダイレクト通信や HAPS によっ

て解決可能な領域もあると考える。一方で、地上部分の強靭化は不可欠であ

ることや、HAPS については今後の発展を見据え、待機場所の確保が課題と

なる。島しょ部などを待機拠点とすることで、平時の通信にも有効に活用で

きる可能性があるため、こうした視点からの調査・検討を進めていくと良い

と考える。 

【宮川委員】 



○ 八丈島・青ヶ島の被災状況について、現在民間の支援活動が開始されてお

り、特に高齢者の生活上の困難が大きいことが予想されるため、福祉支援が

重点的に実施されている。東京都災害派遣福祉チーム（東京 DWAT）が現地

入りする予定であり、調査のための通信デバイスの提供要請も受けている。

災害時の支援に向けたファーストコンタクトの迅速化には通信環境の整備が

不可欠であり、今回のように Starlink や無線通信の活用は有効であると考え

る。 

○ パンデミックへの対応も都市機能維持の観点から重要であり、通信データを

活用することで感染をコントロールできる可能性もある。将来的に東京のデ

ジタルツイン上で人流シミュレーションをリアルタイムに行うことができれ

ば、災害やパンデミック時にも都市機能を維持できる強靭な都市を実現する

ことができると考えている。 

【山本委員】 

○ 総務省の Beyond 5G 推進戦略 2.0 にもあるが、日本の技術力を世界に発信し

国際競争力を高めることが重要である。「つながる東京」の取組も東京モデル

として世界に発信していただきたい。 

○ 次期 3 か年アクションプランにおいては、実現可能なものが多い印象のた

め、企業の想定や国の戦略を広く調査し、技術の進化に柔軟に対応できる姿

勢を盛り込んでいただきたい。 

○ 台風第 22 号による被害については、地元の声や行政の情報発信を含め、事前

対応から復旧・復興までの流れをデータとして記録・分析し、今後の災害対

応に活かしていただきたい。 

○ KDDI が能登半島に設置した遠隔操作ドローン基地の事例は、東京都におい

ても島しょ部や奥多摩など道路寸断の可能性がある地域で参考になると考え

ており、こうした企業との連携も視野に入れて検討いただきたい。 

【浅井委員】 

○ 2035 年のビジョンを全市民へ広げるためには、ユーザー参加型のエコシステ

ムが必要であり、SIM ロック解除や割引制度の変化で利用状況の把握が難し

くなっている現状を踏まえた施策検討が重要になる。 

○ 台風第 22 号では Starlink の活用が有効だったことを踏まえ、災害時には光フ

ァイバーケーブルの冗長化に加え、HAPS や衛星通信などで多重化した体制

の整備が必要であると考える。災害後の事後検証では、被害箇所の対策に加

え、他のリスクまで視野を広げて検討いただくのが良いと考える。 

○ 生成 AI や AI エージェントの急速な普及により、今後は大容量トラフィック

を前提とした通信インフラの強靭化が求められる。また、国産 AI の強みとし

て地域や文化に即したモデル開発が可能な点が挙げられる。日本で特徴的な



ものは災害であり、災害対応に特化した AI インフラの整備も「つながる東

京」の今後の活動で考えていけると良いのではないか。 

【村井座長】 

○ 飯塚委員のコメントにあった人口減少について、東京都は人口減少していな

いものの、ベーシックな層に対して何を貢献できるのかという視点は重要で

あると考える。 

○ HAPS に関する言及があった点は良く、HAPS は帯域が限定的な衛星通信と

比較しても、災害時に有効な手段となり得ると考える。レギュレーション等

の課題はあるが、東京都としても実証段階から協力していけると良いと考え

る。 

○ パンデミックに関しては、COVID-19 のパンデミックでの過去の経験を踏ま

えた検証が十分に行われているか、東京都として次のパンデミックに備えた

ストーリーが構築されているかが問われる。 

○ 個人情報保護法の改正が予定されており、今後は人流データ等の利活用を推

進する法制度の整備が進む見込みである。 

○ 空飛ぶクルマやドローンが日常的に活用されることを考えると、空中の電波

環境の整備が不可欠となる。「低空経済圏」という言葉のもと、「つながる低

空モデル」をどう構築するかは、まだ十分に検討されていない。通信キャリ

ア 4 社へ安定した通信・位置情報の確保が可能なインフラ整備について協力

を求め、国土交通省、総務省など関係機関と連携し空間を考えていく必要が

ある。高層ビルが密集する東京は、低空通信モデルの構築の良い先行事例と

なり得る。 

【法林氏】 

○ KDDI の能登半島でのドローン活用において、消防・警察と連動して事故現

場の確認や救急対応を複合的に対応できることが非常に重要だと考える。 

○ キャリア側の端末把握に関し、eSIM の普及により利用状況の把握が難しくな

っており、アップデート方法の検討が進められている。 

【宮坂副知事】 

○ スマートシティのインフラとしての通信については、P2P（People to 

People）、M2M（Machine to Machine）を経て、今後は A2A（AI to AI）が主

流となることを前提に議論を進める必要がある。AI 同士の通信が途絶すれば

スマートシティは機能しないため、2050 年に向けて A2A 通信の整備を射程に

入れた議論が求められると感じた。 

○ すべての人が当たり前につながるという点では、最も脆弱な人や場所に対し

て、どのレベルを「最低限」と定義するかが重要であると考える。また、知

識のアップデートにも取り組む必要がある。「情報の処方箋」という言葉を聞



いたことがあるが、災害時にも情報を知っていればつながる環境があるた

め、特に脆弱な人や場所へ情報を処方していく必要があると考えている。 

○ ライフラインとして機能する点については、通信手段の多様化により、通信

が切れているかを把握することが非常に難しくなっている。事業者と連携

し、回線状況を把握した上で、迅速な復旧対応が可能となる体制づくりが必

要であると考えている。 

【村井座長】 

○ 能登半島地震では船舶による海側からの支援が有効であった。災害時には船

の協力が不可欠であり、都内の船を保有する大学等、平時から関係機関と連

携を深めておくことで、いざという時に迅速な支援体制を構築できる。これ

は官民連携のモデルとしても有効である。 

（６） 局長挨拶 

○ 本日は委員の皆様より多様な専門的知見をいただき、法林様からはユーザー

目線での示唆をいただき、大変参考になった。今回の台風では、孤絶した場

所での光ファイバーケーブル断線が発生し、外部支援が困難な状況であった

ことから、衛星通信や HAPS の即応性を平時から確保する重要性を再認識し

た。 

○ 将来像は、2035 年、2050 年の生活や技術水準の変化を見据えた議論が必要で

あると認識した。また、災害やパンデミック対応では、過去の経験を活か

し、ハード・ソフト両面からの仕組みづくりが必要になると考えている。 

○ 通信は都市の基本インフラであり、都民に認知され、実感されることが不可

欠であると改めて認識した。行政として、通信を道路等と同様の基本インフ

ラとして守り、整備していく視点で取組を進めていきたい。 

（７） 閉会 

○ 本日委員の皆様に頂いた御意見を踏まえ、「つながる東京」の実現に向けて取

組を進めてまいりたい。これをもって、「第 10 回 TOKYO Data Highway 戦略

推進協議会」を閉会する。 


